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12
月
８
日
、
参
議
院
本
会
議

で
過
半
数
を
占
め
る
与
党
な
ど

の
圧
倒
的
な
賛
成
で
「
出
入
国

管
理
法
」
改
正
案
は
可
決
さ
れ

た
。
農
業
、
漁
業
、
航
空
業
、

宿
泊
業
な
ど
14
業
種
で
、
今
後

５
年
間
で
最
大
約
34
万
５
千
人

の
外
国
人
労
働
者
を
受
け
入
れ

る
と
い
う
内
容
だ
。
こ
れ
は
、

少
子
高
齢
化
に
よ
る
慢
性
的
な

人
手
不
足
を
、
女
性
の
社
会
進
出
や
高
齢
者
の
定
年

延
長
な
ど
で
も
補
え
な
い
問
題
解
決
の
た
め
に
、
外

国
人
を
広
く
受
け
入
れ
よ
う
と
い
う
構
想
だ

と
言
わ
れ
て
い
る
。

　
最
低
賃
金
も
支
払
わ
れ
な
い
な
ど
の
劣
悪

な
労
働
環
境
の
改
善
、
在
留
条
件
で
あ
る
日

本
語
駆
使
能
力
の
程
度
、
健
康
保
険
な
ど
社

会
保
障
制
度
の
適
用
範
囲
と
そ
の
方
法
な

ど
、
短
い
法
案
審
議
の
過
程
で
も
多
く
の
問

題
提
起
が
あ
っ
た
が
、
政
府
は
詳
細
な
制
度

運
営
方
案
は
法
務
省
な
ど
各
部
署
に
押
し
付

け
た
状
況
だ
。
そ
し
て
、
法
改
正
が
日
本
労

働
者
の
雇
用
を
奪
う
結
果
を
生
み
か
ね
な
い

と
の
懸
念
も
出
て
い
る
。

　
法
案
は
今
年
２
月
、
安
倍
首
相
が
経
済
財

政
諮
問
会
議
で
「
人
手
不
足
問
題
の
解
決
方

案
を
検
討
す
る
よ
う
に
」
と
い
う
指
示
を
与

え
て
か
ら
10
カ
月
も
経
過
し
な
い
う
ち
に
可

決
さ
れ
た
。
こ
れ
ほ
ど
ま
で
に
課
題
を
山
積

さ
せ
た
ま
ま
、
超
ス
ピ
ー
ド
で
通
過
さ
せ
た

こ
と
は
き
な
臭
い
。

　
な
ぜ
な
ら
、
６
月
29
日
参
議
院
本
会
議
で

採
決
さ
れ
可
決
成
立
し
た
「
働
き
方
改
革
関

連
法
案
」
と
の
関
係
性
を
感
じ
る
か
ら
だ
。

　
こ
の
法
案
は
、
２
０
１
５
年
に
大
手
広
告

代
理
店
電
通
の
社
員
だ
っ
た
高
橋
ま
つ
り
氏

が
過
労
死
し
た
事
件
が
社
会
問
題
化
し
、
制
定
へ
の

後
押
し
に
な
っ
た
。
し
か
し
、
時
間
外
労
働
の
罰
則

付
き
上
限
規
制
は
、
繁
忙
期
に
お
い
て
は
休
日
労
働

を
含
め
て
月
１
０
０
時
間
未
満
と
い
う
、
過
労
死
ラ

イ
ン
と
さ
れ
る
80
時
間
を
超
え
る
時
間
外
労
働
を
容

認
す
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

　
そ
し
て
、
最
大
の
問
題
は
「
高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ

ョ
ナ
ル
制
度
の
創
設
」
だ
。
そ
れ
は
一
部
専
門
職
を

対
象
に
労
働
時
間
規
制
を
外
す
制
度
で
あ
る
。
労
働

基
準
法
が
定
め
る
「
１
日
の
労
働
時
間
は
８
時
間
」

と
い
っ
た
労
働
時
間
に
関
す
る
ル
ー
ル
が
全
て
適
用

さ
れ
な
く
な
り
、
働
い
た
時
間
と
賃
金
の
関
係
が
一

切
な
く
な
る
。
法
案
に
は
年
収
要
件
も
対
象
業
務
も

具
体
的
に
示
さ
れ
て
い
な
い
。
導
入
を
検
討
す
る
企

業
は
、
経
営
者
と
労
働
者
が
参
加
す
る
労
使
委
員
会

を
つ
く
り
、
５
分
の
４
以
上
の
賛
成
で
導
入
を
決
め

る
。
そ
の
後
、
対
象
と
な
る
仕
事
内
容
や
労
働
者
を

決
め
、
書
面
に
よ
る
本
人
の
同
意
が
あ
っ
て
適
用
さ

れ
る
。
こ
の
同
意
は
１
年
ご
と
に
確
認
が
必
要
で
、

労
働
者
の
意
思
に
よ
っ
て
は
途
中
で
離
脱
で
き
る
規

定
も
盛
り
込
ま
れ
た
が
、
実
際
に
離
脱
で
き
る
か
疑

問
視
す
る
声
も
あ
る
。

　
連
合
は
、
年
間
総
実
労
働
時
間
１
８
０
０
時
間
の

実
現
に
向
け
た
時
短
方
針
見
直
し
に
向
け
て
「
生
活

時
間
を
確
保
す
る
、
す
な
わ
ち
、
適
正
な
生
活
時
間

の
確
保
と
適
正
な
労
働
時
間
の
実
現
の
バ
ラ

ン
ス
を
重
視
し
た
取
り
組
み
へ
と
更
に
進
化

さ
せ
て
い
く
必
要
が
あ
る
」
と
考
え
方
を
示

し
て
い
る
。
ま
た
、
ベ
ア
の
引
き
上
げ
率
目

標
を
、
将
来
的
に
前
面
に
示
さ
な
い
方
向
で

検
討
を
始
め
て
い
る
と
新
聞
報
道
さ
れ
た
。

　
労
働
契
約
法
の
20
条
で
は
、
正
社
員
と
非

正
規
社
員
の
待
遇
の
格
差
に
つ
い
て
①
職
務

の
内
容
②
異
動
や
配
置
変
更
の
範
囲
③
そ
の

他
の
事
情
を
考
慮
し
て
「
不
合
理
と
認
め
ら

れ
る
も
の
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
」
と
規
定

し
て
い
る
。
最
高
裁
の
考
え
方
は
明
確
で
あ

る
。
同
じ
仕
事
を
し
て
い
て
同
じ
目
的
を
達

成
す
る
た
め
の
手
当
な
ら
ば
、
正
社
員
、
非

正
規
社
員
を
問
わ
ず
、
会
社
は
支
払
わ
ね
ば

な
ら
な
い
と
い
う
当
た
り
前
の
結
論
で
あ

る
。
今
や「
65
歳
定
年
」
の
動
き
も
進
み
始
め

て
お
り
、
そ
の
流
れ
は
止
ま
ら
な
い
。

　「
変
革
２
０
２
７
」
で
示
さ
れ
て
い
る
よ

う
に
、
今
後
は
一
つ
の
業
務
に
固
執
し
な
い

社
員
の
多
能
化
が
目
指
さ
れ
て
い
る
。
し
か

し
、
働
き
に
見
合
っ
た
賃
金
、
格
差
を
縮
め

る
た
め
に
と
し
な
が
ら
、
賃
上
げ
を
し
な
い

理
由
に
し
て
い
な
い
か
。
様
々
な
法
案
に
よ

っ
て
、
今
ま
で
の
働
き
方
の
縛
り
を
解
い
て
、
労
働

者
を
保
護
す
る
の
で
は
な
く
、
使
用
者
側
に
と
っ
て

使
い
勝
手
の
よ
い
働
か
せ
方
が
で
き
る
仕
組
み
な
の

で
は
な
い
か
危
惧
す
る
。

　
Ａ
Ｉ
、
ｌ
ｏ
ｔ
、
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
と
「
変
革
２
０

２
７
」
で
も
言
わ
れ
て
い
る
が
、
要
員
不
足
で
あ
る

こ
と
は
変
わ
り
な
い
。
具
体
的
な
対
策
を
立
て
る
こ

と
な
く
、
働
き
度
だ
け
を
さ
ら
に
あ
げ
、
生
産
性
向

上
の
み
を
追
求
し
て
い
く
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
。
労

働
組
合
と
し
て
、
職
場
の
現
実
・
声
な
ど
を
的
確
に

把
握
し
、
会
社
に
問
題
提
起
を
し
て
、
職
場
の
働
き

や
す
さ
や
働
き
が
い
を
向
上
さ
せ
る
た
め
に
た
た
か

っ
て
い
く
。

「働き方改革」は私たち労働者の
 声で実現させていこう！

「働かせ改革」にさせないために
� 職場から議論を創ろう！
　６月29日に可決成立した「働き方改革関連法（働き方

改革を推進するための関係法律の整備に関する法律）」

は、雇用対策法、労働基準法、労働時間等設定改善法、

労働安全衛生法、じん肺法、パートタイム労働法、労

働契約法、労働者派遣法の労働法の改正を行う法律の

通称です。そして、「働き方改革の総合的かつ継続的な

推進」「長時間労働の是正と多様で柔軟な働き方の実現

等」「雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保」の３

つを柱としています。

　この「働き方改革関連法」は2019年４月１日に施行さ

れるため、各企業においても就業規則の変更などの対応

をしなければなりません。

　「働き方改革関連法」は私たち労働者に関わる大事な

法律です。職場でも大いに議論をしていきましょう！

●フレックスタイム制の清算期間の上限を最長３ヶ月ま

で延長

　これまでは清算期間の上限が１ヶ月でしたが、最長３

ヶ月まで延長することができます。１ヶ月超３ヶ月以内

の清算期間を実施する場合は労使協定を締結して労働基

準監督署へ届出が必要になります。

●時間外労働の上限規制の見直し

　これまでは、36協定で定めることのできる上限時間が

厚生労働大臣の告示により定められていましたが、時間

外限度基準を法律で定め、罰則も追加されます。

　労使協定の上限：月100時間未満、年720時間以下

　実労働の上限　：月100時間未満、平均80時間以下

●使用者からの年次有給休暇の時季指定義務

　使用者は、年次有給休暇の日数が10日以上の労働者に

対して、このうち５日を基準日から１年以内の期間に取

得させなければならないとされました。

●高度プロフェッショナル制度の創設

　労働時間ではなく、仕事の成果を評価して賃金が支払

われます。よってこの制度の対象者には労働時間、休

憩、休日、深夜に関する規定は適用されませんし、割増

賃金の支払い義務もありません。

　導入にあたっては、一定の委員会が設置された事業場

において、決議すべき事項に対して委員会が委員の５分

の４以上の多数決により決議して、労働基準監督署に届

け出なければなりません。

●勤務間インターバルの普及促進（努力義務）

　勤務の終業時間と始業時間の間に一定時間インターバ

ルを置くことの普及促進に努めなければなりません。

●産業医・産業保健機能の強化

　事業者が衛生委員会・産業医に対して健康管理に必要

な情報を提供することが義務づけられます。

働き方改革関連法のポイント

「
安
全・健
康・ゆ
と
り・働
き
が
い
」の
あ
る
職
場
と
施
策
を
目
指
し
て
い
こ
う
！

　
11
月
22
日
に
「
電
気
部
門
の
変
革
２
０

２
２
」
に
つ
い
て
本
社
か
ら
提
案
を
受

け
、
12
月
７
日
に
申
11
号
と
し
て
解
明
申

し
入
れ
を
お
こ
な
い
ま
し
た
。

　
工
務
職
場
に
お
い
て
は
、
２
０
０
１
年

11
月
か
ら
実
施
と
な
っ
た
設
備
21
体
制
に

つ
い
て
真
摯
な
議
論
を
重
ね
て
担
い
、
２

０
１
０
年
の
見
直
し
も
経
て
、
Ｊ
Ｒ
直
轄

に
技
術
力
を
残
す
た
め
に
取
り
組
ん
で
き

ま
し
た
。

　
し
か
し
、
直
轄
作
業
員
の
労
働
災
害
や

取
り
扱
い
誤
り
が
後
を
絶
た
た
ず
、
籠
原

駅
、
東
鷲
宮
駅
で
連
続
し
た
ガ
イ
シ
腐
食

が
原
因
の
輸
送
障
害
か
ら
は
、
設
備
管
理

シ
ス
テ
ム
の
諸
元
デ
ー
タ
や
図
面
情
報
が

完
全
で
な
い
こ
と
も
明
ら
か
に
な
り
ま
し

た
。
昭
和
採
用
者
か
ら
平
成
採
用
者
へ
の

世
代
交
代
期
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

実
設
備
に
よ
る
緊
張
感
を
持
っ
た
訓
練
や

作
業
を
積
み
重
ね
た
教
育
が
不
十
分
で
、

現
場
に
出
る
機
会
を
失
っ
て
い
る
と
言
わ

ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
さ
ら
に
省
メ
ン
テ
ナ

ン
ス
の
た
め
の
設
備
改
良
も
完
了
し
て
い

ま
せ
ん
。

　
パ
ー
ト
ナ
ー
会
社
に
お
い
て
も
、
Ｊ
Ｒ

か
ら
多
く
の
出
向
者
を
受
け
入
れ
て
き
ま

し
た
が
、
世
代
交
代
が
進
ま
ず
、
プ
ロ
パ

ー
社
員
の
育
成
も
遅
れ
て
い
る
現
状
で

す
。
さ
ら
に
、
労
働
環
境
の
改
善
も
進
ま

ず
、
離
職
や
労
働
災
害
、
取
り
扱
い
誤
り

の
要
因
に
な
っ
て
い
る
と
言
わ
ざ
る
を
得

ま
せ
ん
。

　「
電
気
部
門
の
変
革
２
０
２
２
」
で
は

３
つ
の
柱
を
据
え
て
い
ま
す
が
、
提
案
さ

れ
た
内
容
に
は
不
明
確
な
点
が
多
く
あ
り

ま
す
。
電
気
部
門
に
携
わ
る
全
て
の
労
働

者
が
、
安
全
に
安
心
し
て
担
え
る
施
策
に

し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
提
案
内
容
の
詳
細
を
明
ら
か
に
す
る
た

め
に
、
解
明
申
し
入
れ
の
議
論
を
現
場
の

声
を
基
に
お
こ
な
っ
て
い
き
ま
す
！

主な申し入れ項目

【施策の概要について】

・設備21で目指した、電気部門における管理のプロの育成状況を明確にするこ

と。（他６項目）

【電気部門の新たな新幹線体制の確立について】

・新幹線部門と在来線部門との異動の有無を明確にすること。

・新設される電気部門の新組織と、各技術センターの役割と担当する業務の区分

を明確にすること。（他11項目）

【在来線の効率的なメンテナンス体制の確立について】

・在来線におけるメンテナンス体制について、将来の展望を首都圏と地方線区そ

れぞれについて明確にすること。

・廃止となるメンテナンスセンターから、ＴＥＭＳへ移管する業務について明確

にすること。（他12項目）

【技術センターにおける業務の簡素化について】

・工事設計積算業務について、負担軽減策を明確にすること。

・派遣（交通費）の単金化の内容について明確にすること。（他６項目）

【スマートメンテナンス導入等によるメンテナンス業務のスリム化について】

・モニタリング装置を導入可能と判断した根拠を明確にすること。（他２項目）

【エネルギー管理センターの効率的なメンテナンス体制の確立について】

・川崎発電所の運転当直体制について、変更する内容と根拠を明確にすること。

（他７項目）

【異常時対応について】

・異常時対応について現状における強みと課題を明確にすること。（他１項目）

12月７日『申11号「電気部門の変革2022」
に関する解明申し入れ』全55項目提出！

主な申し入れ項目


